
公益財団法人日本障害者スポーツ協会会計規程 

 

 

第 1章  総   則 

 

(目 的）  

第1条 この規程は、公益財団法人日本障害者スポーツ協会(以下「本協会」という。）の事業に係

る財務及び会計に関する基準を定め、事業の適正、かつ、効率的な運営を図ることを目的とす

る。 

 

(通 則）  

第2条 本協会の財務及び会計に関しては、関係法令、公益財団法人日本障害者スポーツ協会

定款（以下「定款」という。）及び公益法人会計基準（平成20年4月11日内閣府公益認定等委

員会）によるほか、この規程の定めるところによる。  

 

(会計区分）  

第3条 本協会の会計は、次により区分のうえ経理処理を行うものとする。 

(1) 公益目的事業に関する会計（公益目的事業会計） 

(2) 管理業務に関する会計（法人会計） 

２  前項第 1号の会計については、その事業内容等に応じてさらに区分することができる。  

 

(会計原則）  

第4条 本協会の会計は、次の各号に適合するものでなければならない。  

(1) 財政状態及び経営成績を明らかにするため、財産の増減及び異動並びに収益及び費用

をその発生の事実に基づいて経理すること。  

(2) すべての取引について、正規の簿記の原則に従って正確な記帳を行うこと。  

(3) 会計処理の原則及び手続きを毎事業年度継続して適用し、みだりに変更しないこと。  

 

(会計事務の委任）  

第5条 会長は、理事又は職員のうちから次の各号に掲げる事務を委任することができる。  

(1) 収入又は支出の原因となる契約(ただし、予定価格が 1,000 万円を超えないものに限る。）

その他の行為に関する事務  

(2) 収入金又は徴収金の調査及び収入の決定、債務者に対する納入の請求及び第4号の事

務を委任された者(以下｢出納役」という。）に対する金銭の受入命令並びに収入の経理に

関連する各勘定科目間の振替命令に関する事務  

(3) 支払の調査及び支出の決定、出納役に対する金銭の払出命令並びに支払の経理に関

連する各勘定科目間の振替命令に関する事務  

(4) 現金及び預貯金の出納・保管に関する事務  

(5) 物品及び固定資産の管理に関する事務  

2  前項の事務を担当する者は、別に定める。  

3  会長は、第1項の規定により事務を委任された者に事故あるときは、臨時に他の理事又は職員 

  をしてその事務を代理させることができる。 

 

(補助職員）  

第6条 会長は、前条第 1 項各号に規定する事務の一部を処理するため、職員のうちから補助者

を定めることができる。  

 



(兼職の禁止）  

第7条 第 5条第 1項第 2号及び第 3号の事務を委任された者(以下「出納命令役」という。）と出

納役は、これを兼ねることはできない。  

 

(会計事務取扱責任者等の義務及び弁償責任）  

第8条 第 5 条第 1 項第 1 号の事務を委任された者（以下｢契約事務担当役」という。）、出納命令役

及び出納役並びに第5条第3項の規定によりその事務を代理する者及び第6条の規定による

補助者（第 31 条の規定による小口払現金管理者を含む。）(以下「会計事務取扱責任者等とい

う。）は、この規程を遵守し、かつ、予算で定めるところに従い、善良な管理者の注意をもってそ

れぞれの職務を行わなければならない。  

2  前項に掲げる会計事務取扱責任者等は、故意又は重大な過失により前項の規定に違反して 

 本協会に損害を与えた場合は、その損害の弁償の責めに任じなければならない。 

  

(会計年度）  

第9条 本協会の会計年度は、定款の定めるところにより、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日

に終わる。 

  

(会計年度の所属区分）  

第10条 会計年度の所属区分は、財産の増減及び異動並びに収益及び費用の発生した日の属

する年度により区分するものとし、その日を決定することが困難であるときは、その原因である

事実を確認した日の属する年度により区分するものとする。  

 

 

第 2章  勘定科目と帳簿組織 

 

(勘定科目）  

第11条 本協会の事業に係る財産の増減及び異動並びに収益及び費用を明らかにするため、貸

借対照表は、資産の部、負債の部、及び正味財産の部に分かち、正味財産増減計算書は、一

般正味財産増減の部及び指定正味財産増減の部に区分して整理するものとする。 

2  前項の貸借対照表及び正味財産増減計算書は、さらに次により区分し、整理する。 

(1) 貸借対照表の資産の部を、流動資産及び固定資産に、負債の部を流動負債及び固定負債

に、正味財産の部を指定正味財産及び一般正味財産にそれぞれ区分するものとする。  

   なお、固定資産に基本財産又は特定資産を有する場合には、固定資産を基本財産、特

 定資産及びその他固定資産に区分するものとする。  

(2) 正味財産増減計算書の一般正味財産増減の部は、経常増減の部及び経常外増減の部に区

分し、さらに経常増減の部を経常収益及び経常費用に、経常外増減の部を経常外収益及

び経常外費用にそれぞれ区分する。また、指定正味財産増減の部は、発生原因別に表示

するものとする。  

3 前項の会計処理に必要な勘定科目は、別に定めるものとする。 

 

(総額主義の原則） 

第12条 貸借対照表における資産、負債及び正味財産は、総額をもって記載することを原則とし、

資産の項目と負債又は正味財産の項目とを相殺することによって、その全部又は一部を貸借

対照表から除去してはならない。また、この総額主義の原則は、正味財産増減計算書の記載

についても同様とする。 

 

 



(会計帳簿） 

第13条 会計処理に当たっては、次に掲げる帳簿を備え、整然、かつ、明瞭に記録整理するものと

する。 

(1) 主要帳簿  

ｱ. 仕訳帳(会計伝票を使用する場合は、省略できる。）  

ｲ. 総勘定元帳  

(2) 補助簿  

ｱ. 現金出納簿  

ｲ. 預金出納簿  

ｳ. 財産管理台帳  

ｴ. 収支予算の管理に必要な帳簿  

ｵ. その他必要な補助簿 

 

(会計伝票）  

第14条 本協会で発生に関する一切の会計取引の整理には、会計伝票を使用する。 

２ 会計伝票は、取引の発生を証する証拠書類に基づいて作成し、証拠書類は別途保管するも

のとする。 

 

(会計帳簿等の保存期間）  

第15条 会計帳簿及び関係書類の保存期間は、次のとおりとする。  

(1) 財務諸表(貸借対照表及び正味財産増減計算書をいう。以下同じ。）及び附属明細書並

びに財産目録、収支予算書、収支計算書 永 年 

(2) 会計帳簿    10 年  

(3) 会計伝票及び証拠書類   10 年  

(4) その他の会計関係書類    5 年  

 

 

第 3章  収支予算 

 

(収支予算の目的）  

第16条 収支予算は、事業計画を具体的に計数化したものであり、収支予算の執行者の責任と権

限の範囲を明確にし、円滑な事業運営の実施を目的とする。 

  

(収支予算書及び資金収支予算書）  

第17条 事業計画及び会計区分に従って作成した収支予算書及び資金収支予算書は、会長が当

該会計年度開始前に作成し、理事会の議決を経て確定するものとする。  

2  前項の収支予算書は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平 

 成 20年 4月 25日内閣府令第27号）第 30条の規定による区分により作成するものとする。 

3  第 1項の資金収支予算書は、事業活動収支の部、投資活動収支の部及び財務活動収支の部 

  に区分し、資金収支予算と実績との比較検討を通じて事業の円滑な運営を図るものとする。 

 

(収支予算の執行）  

第18条 収入及び支出は、予算に基づいて行わなければならない。  

2  予算の執行に当たっては、みだりに予算を相互に流用し又は目的以外に使用してはならな 

  い。 

   ただし、予算の実行上、必要、かつ、適当であるときは、会長の承認を受けて相互に流用する 

  ことができる。 



(予算の流用）  

第19条 前条第 2 項ただし書の規定による予算の流用は、同一大科目内の中科目又は小科目間

の流用に限るものとし、大科目間の流用については、理事会の承認を得るものとする。 

 

(予備費の計上と使用）  

第20条 予見し難い経費の支出に充てるため、相当額の予備費を計上するものとする。 

2  予備費は、会長の承認を得て使用するものとする。また、予備費を使用した場合は、理事会に 

  おいて使用した旨、金額及びその理由を報告しなければならない。 

 

(補正予算） 

第21条 予算の作成後において生じた事由により、必要がある場合は、予算作成の手続きに準じ、

補正予算を作成することができる。 

 

(暫定予算） 

第22条 第 17 条第 1 項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により予算が成立しないときは、

理事会の議決を得て、予算成立の日まで、前年度予算に準じ収入支出することができる。 

2   前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

 

 

第 4章  収入及び支出 

 

(収入及び支出の準則）  

第23条 収入及び支出は、契約又は本協会関係規程の定めるところによらなければならない。  

 

(収入の決定及び納入の請求）  

第24条 出納命令役は、収入金を収入しようとするときは、当該収入金が契約又は本協会の関係

規程に違反していないか、年度所属及び収入科目に誤りがないかを調査し、適当であると認

めたときはその収入の決定をしなければならない。 

2  出納命令役は、前項の規定により収入の決定をしたときは、債務者に対し納入の請求をし、か 

  つ、出納役に対して収納を命じなければならない。 

  

(督 促）  

第25条 出納命令役は、納入期限までに払込みをしない債務者に対し、その納入を督促し、収入

の確保を図らなければならない。  

 

(支出の決定）  

第26条 出納命令役は、経費を支出しようとするときは、当該支出に係る行為が契約若しくは本協

会の関係規程又は予算に違反していないか、当該支出の算定、年度所属及び支出科目に誤

りがないかを調査し、適当であると認めたときは、その支出の決定をしなければならない。 

2  出納命令役は、前項の規定により支出の決定をしたときは、出納役に対して払出しを命じなけ 

  ればならない。 

  

(前金払及び概算払）  

第27条 経費の性質上又は業務運営上必要あるときは、次に掲げる経費について、前金払及び概

算払いをすることができる。  

(1) 業務委託費  

(2) 助成金  



(3) 定期刊行物類の代価  

(4) 建物の賃借料  

(5) 傷害保険料  

(6) 講習会受講料  

(7) 競技大会及び会議等開催のための会場借上げ予納金等  

(8) 旅費  

(9) 前各号のほか、会長が特に定めた経費 

  

(返納金の戻入）  

第28条 支払済みとなった支出の返納金は、その返納が当該事業年度内に行われた場合に限り、

その支払をした支出予算の金額に戻入することができる。 

 

 

第 5章  出納及び保管 

 

(金銭の範囲）  

第29条 この規程において金銭とは、現金のほか、預貯金、小切手、郵便為替証書及びその他随

時に通貨と引き換えることのできるものをいう。 

2  有価証券(債券、株券、信託受益証券等をいう。）は、金銭に準ずるものとして取り扱うものとす 

  る。 

 

(金銭の出納）  

第30条 出納役は、金銭の出納に当たっては、出納命令役の承認を得た会計伝票に基づいて行

い、収納の場合は領収証を発行し、支払いの場合には相手先からの受領証の収受を行わな

ければならない。 

   ただし、支払いが金融機関による口座振込みにより行われる場合は、金融機関の発行する振 

  込金受取書をもって、これに代えることができる。  

2  支払いは、原則として金融機関による口座振込みにより行うものとする。 

   ただし、別に定めるものについては、現金をもって支払いをすることができる。 

 

(現金の保管）  

第31条 手持現金は、特に必要のある場合を除き、遅滞なく金融機関に預け入れなければならな

い。 

   ただし、小口払現金については、出納役の監督のもとに小口払現金管理者に移管させること 

  ができる。 

 

(金融機関との取引）  

第32条 金融機関との取引をする場合の金融機関の決定及び停止については、会長の承認を受

けなければならない。  

 

(金銭の運用及び借入金）  

第33条 日常の経費の支払いに充てるために必要な現金及び預金以外の金銭の運用方法は、本

協会資金運用規程の定めるところによる。 

   また、金銭の借入れを行う場合の借入金額は、理事会の承認を得た借入限度額の範囲内と 

  し、借入先、借入金額、借入利息等の決定は会長の承認を受けなければならない。 

 

 



(金銭の残高証明）  

第34条 出納役は、現金現在高について、毎日、出納終了後、現金出納簿の残高と照合し、預貯

金残高については、毎月末、預金出納簿の残高と照合しなければならない。  

 

 

第 6章  契  約 

 

(契 約）  

第35条 契約事務担当役は、売買、貸借、請負その他の契約をしようとする場合は、予算の範囲内

において予定価格を定め、競争契約によることを原則とする。 

 

(随意契約の要件）  

第36条 随意契約は、競争に付することが不利又は困難であると認められる場合のほか、次の各

号の一に該当する場合において、これを行うことができる。 

(1) 契約の性質又は目的が競争を許さないとき  

(2) 緊急の必要により競争に付することができないとき 

(3) 予定価格が 250万円を超えない工事又は製造をさせるとき 

(4) 予定価格が 160万円を超えない財産を買い入れるとき 

(5) 予定賃借料の年額又は総額が 80万円を超えない物件を借り入れるとき 

(6) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の賃借以外の契約で、その予定価格が 100

万円を超えないとき  

(7) 予定価格が 50万円を超えない財産の売り払いをするとき 

(8) 運送又は保管をさせるとき 

(9) 労力を供給させるとき 

(10) 官公署又は公法人若しくは公益法人と契約するとき 

2  競争に対しても入札者がいないとき又は、再度の入札に付しても落札者がないときは、当初の 

  予定価格の範囲内において随意契約によることができる。  

3  落札者が契約を結ばないときは、その落札価格の範囲内において、随意契約によることができ 

  る。  

4  随意契約によろうとするときは、仕様書見本、その他見積もりに必要な事項を示し、なるべく 2 

  人以上の者から見積書を徴しなければならない。 

   ただし、第 1項第 8号から第 10号に規定する契約をしようとするときは、1人を指名し見積書 

  を徴することができる。 

 

(契約書の作成）  

第37条 契約事務担当役は、契約を締結しようとする場合は、その履行に関し、必要な事項を記載

した契約書を作成しなければならない。 

   ただし、契約金額が150万円を超えない契約をする場合は、契約書の作成を省略して、これに 

  代わる書類として請書又は見積書をもって処理することができる。  

 

(保証金） 

第38条 契約事務担当役は、競争に参加する者から入札金額の100分の5以上の入札保証金を、

契約を締結する者から契約金額の 100 分の 10 以上の契約保証金を納めさせなければならな

い。 

  ただし、次の各号による場合は保証金の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 随意契約による場合 

(2) 会長が認めた場合 



 

(検 査）  

第39条 契約事務担当役は、自ら又は補助者をして契約の相手方が契約の履行を完了したとき、

又は契約の履行中において特に必要のあるときは、その履行の結果を検査しなければならな

い。 

 

(契約の解除）  

第40条 契約事務担当役は、次の各号の一に該当する場合においては、契約の解除その他適切

な措置をとらなければならない。 

(1) 正当な理由がなく契約期間内に履行を完了しなかったとき、又は履行完了の見込みがな

いとき 

(2) 契約の履行について不正行為が存在し、本協会に著しく不利益を及ぼしたとき  

(3) その他本協会に不利益を及ぼすと認められるとき  

 

 

第 7章 固定資産 

 

(固定資産の種類）  

第41条 この規程において固定資産とは、次に掲げるものをいう。  

(1) 基本財産  

(2) 特定資産  

役員退職慰労引当資産、役員共済会退職金預け金 

 退職給付引当資産、共済会退職金預け金、特別事業引当資産  

(3) その他の固定資産  

    什器備品、貯蔵品（販売用図書）、敷金、保証金、ソフトウェア  

 

(固定資産の取得及び処分等）  

第42条 固定資産の取得（新規購入、修理、取替え）、売却及び廃棄処分等の資産状況の変動は、

別に定める財産管理運用規程により処理し、会計帳簿に正しく記録しなければならない。 

 

(取得価格）  

第43条 固定資産の取得価格は、次に掲げる基準により算定する。 

(1) 有形固定資産  

ｱ. 他から購入したものは、購入代価に付帯費用を加算した額  

ｲ. 交換によるものは、交換に提供した物件の帳簿価格  

ｳ. 寄附によるものは、適正な時価  

(2) 無形固定資産は、有償取得の場合に限り、その対価を取得価格とする。  

 

(固定資産の修繕、改良）  

第44条 固定資産の修繕又は改良により、耐用年数を延長させ又は資産価値を増加させる場合に

は、これに対応する金額は資本的支出として固定資産に計上するものとする。 

2  固定資産の現状を維持し、又は原能力を回復するのに要した費用は、これを修繕費とする。 

 

(固定資産の管理）  

第45条 第5条第1項第5号の事務を委任された者は、善良な管理者の注意をもって固定資産を

常に良好な状態において管理し、その用途に応じ最も効率的に運用しなければならない。 

 



(固定資産の減価償却）  

第46条 固定資産の減価償却は、法人税法に定める耐用年数表に従い、次の方法で毎事業年度

末に行わなければならない。  

(1) 有形固定資産  定額法  

(2) 無形固定資産  定額法  

 

 

第 8章  決算及び監査等 

 

(目 的）  

第47条 決算は、各事業年度の会計記録を整理集計し、収支の状況及び当該事業年度末の財政

状態を明らかにすることを目的とする。 

 

(財務諸表等の作成）  

第48条 出納役は、毎事業年度末において、当該事業年度の決算整理を行い、財務諸表及び附

属明細書並びに財産目録のほか、収支計算書を作成し、出納命令役の認証を得て、会長に

提出するものとする。 

2  前項の財務諸表等の様式及び記載要領は、公益法人会計基準に定めるところによる。 

 

(監 査）  

第49条 会長は、前条の規定により作成された財務諸表等について、監事の監査を受けなければ

ならない。 

   なお、理事会及び定時評議員会に提出する財務諸表等には、これら監査結果について監事 

  の監査報告書を添付しなければならない。  

 

（財務諸表等の提出） 

第50条 前条により監事の監査を受けた財務諸表等については、理事会の承認を得た後に速や

かに内閣府へ提出しなければならない。 

 

第 9章  雑  則 

 

第51条 この規程の実施に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第52条 この規程の改廃は、理事会の議決を得て会長が行うものとする。 

  

附則１  

1  この会計規則は、昭和 50年 9月 25日から施行し、昭和 50年 4月 1日から適用する。 

附則２ 

1  この規程は、平成16年 4月 1日から施行する。 

附則３ 

1  この規程は、平成19年 4月 1日から施行する。 

附則４ 

1  この規程は、平成23年 4月 1日から施行する。 

附則５ 

1  この規程は、公益財団法人日本障害者スポーツ協会の設立の登記のあった日（平成 23 年 12

月 1日）から施行する。 


